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　　　　年度  
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一般会計でみる財政分析主要指数 

実
質
公
債
費
比
率
の
上
昇
に
注
意
が
必
要
 

19年度合志市一般会計歳入・歳出決算 
決算を分析 

歳　　入 168億7,001万円 
歳　　出 155億5,715万円 
差　　引 13億1,287万円 
翌年度へ繰り越すべき財源 2,164万円 
実質収支 12億9,123万円 
基金繰入額 7億0,000万円 
翌年度繰越額 5億9,123万円 

一 般 
会 計 

実
質
公
債
費
比
率
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比
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昇
上
昇
に
注
意
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歳　入 
（収入済額） 

168億7,001万円 
（前年度比　0.9％　1億4,585万円増） （前年度比　1.0％　1億5,577万円減） 

155億5,715万円 

歳　出 
（支出済額） 

『私たちの税金はどの分野に使われたか』 

合 併 2 年 目 ！ 合 併 2 年 目 ！ 合 併 2 年 目 ！ 合 併 2 年 目 ！ 

その他 
14億3691万円 
8.5％ 

地方消費税交付金 
4億5144万円　2.7％ 

繰越金 
5億6123万円 

3.3％ 

県支出金 
8億9418万円 
5.3％ 

地方債 
16億9130万円 
10.0％ 

国庫支出金 
18億5731万円 
11.0％ 

地方税 
64億1646万円 

38.0％ 

地方交付税 
35億6118万円 

21.1％ 

その他 
1億1775万円　0.8％ 

議会費 
1億5415万円　1.0％ 

農林水産業費 
4億9761万円 

3.2％ 

消防費 
5億3600万円 
3.4％ 

衛生費 
11億3894万円 
7.3％ 

公債費 
17億4845万円 
11.2％ 

総務費 
18億959万円 
11.6％ 

土木費 
22億2303万円 

14.3％ 

民生費 
45億8311万円 

29.5％ 

教育費 
27億4852万円 

17.7％ 

歳出内訳詳細 
民生費 社会福祉、児童福祉、生活保護費など 

教育費 小中学校、社会教育など 

土木費 道路、河川、都市計画など 

総務費 庁舎管理、コミュニティ、交通対策など 

公債費 借入金の返済など 

衛生費 保健衛生、清掃、環境保全など 

消防費 消防・防災など 

その他 
農林水産業費、議会費、商工費、 
災害復旧費など 

歳入内訳詳細 
地方税 市民税、固定資産税など 

地方交付税 行政需要対応の為に一定の基準に 
より国が交付するお金 

国庫支出金 特定事業に対する国の交付金 

地方債 不足財源を国や県または 
民間金融機関から借り入れるお金 

県支出金 特定事業に対する県の交付金 

繰越金 前年度から本年度への繰り越し金 

地方消費税 
交付金 

市町村の人口比で按分し 
交付されるお金 

その他 分担金及び負担金、繰入金、 
地方譲与税など 

決
算
審
査
意
見
書
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監
査
委
員
　
島
田
敏
春
 

　
審
査
は
７
月
２
日
か
ら
８
月
１８
日
に
か

け
て
実
施
し
ま
し
た
。
審
査
に
付
さ
れ
た

各
会
計
の
計
数
に
は
、
誤
り
も
な
く
適
性

に
お
こ
な
わ
れ
て
い
る
と
認
め
ま
し
た
。
 

①
現
年
課
税
分
で
、
収
入
未
済
額
は
市
税

で
８
８
５
０
万
円
、
国
民
健
康
保
険
税

で
８
１
２
０
万
円
が
計
上
さ
れ
た
。
 

　
収
入
未
済
額
の
圧
縮
に
、
な
お
一
層
の

努
力
を
望
む
。
 

②
地
方
公
共
団
体
の
財
政
構
造
の
弾
力
性

を
判
断
す
る
た
め
の
指
標
で
あ
る
経
営

収
支
比
率
に
つ
き
ま
し
て
は
８７
・
４
％

と
な
っ
て
お
り
、
ま
た
財
政
力
指
数
は

０
・
６５
と
平
成
１８
年
度
に
比
べ
改
善
し

て
お
り
ま
す
。
 

　
し
か
し
、
歳
入
に
お
い
て
、
今
後
市
税

の
大
き
な
伸
び
は
望
め
ず
、
地
方
交
付
税

や
国
県
補
助
金
の
削
減
に
よ
り
、
一
層
厳

し
く
な
る
こ
と
が
予
測
さ
れ
ま
す
。
歳
出

に
お
い
て
は
、
民
生
費
の
決
算
額
に
占
め

る
割
合
、
伸
び
が
と
も
に
大
き
く
、
こ
れ

は
豊
か
な
福
祉
行
政
を
目
指
し
て
い
る
こ

と
を
表
し
て
い
る
も
の
で
あ
り
ま
す
が
、

今
後
、
よ
り
重
点
的
な
施
策
が
必
要
と
思

わ
れ
ま
す
。
ま
た
、
教
育
費
の
占
め
る
割

合
も
大
き
く
、
こ
れ
も
次
代
を
担
う
児
童

生
徒
の
育
成
に
重
点
を
お
い
て
い
る
証
し

で
も
あ
り
ま
す
が
、
今
後
、
教
育
費
の
予

算
編
成
及
び
そ
の
執
行
に
お
い
て
考
慮
し

て
い
か
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
こ
ろ
で
す
。

さ
ら
に
、
「
行
政
評
価
」
を
事
務
事
業
の

効
率
化
や
類
似
事
業
等
の
統
廃
合
等
に
活

用
し
、
ま
た
、
徹
底
し
た
経
費
の
削
減
を

図
り
切
り
詰
め
た
予
算
執
行
に
努
め
る
こ

と
が
肝
要
で
あ
り
ま
す
。
 

借
り
入
れ
は
減
少
 

　
市
の
借
り
入
れ
で
あ
る
地
方
債
の
現
在

高
は
、
企
業
会
計
も
含
め
て
、
３
０
３
億

円
余
り
に
な
っ
て
い
ま
す
。
昨
年
度
に
比

べ
る
と
、
一
般
会
計
で
は
２
億
円
の
増
、

水
道
事
業
会
計
で
は
７
億
円
が
減
り
全
体

と
し
て
は
５
億
円
ほ
ど
減
少
と
な
っ
て
い

ま
す
。
 

積
立
金
も
増
加
 

　
災
害
や
緊
急
時
の
支
出
に
備
え
て
積
み

立
て
ら
れ
る
、
財
政
調
整
基
金
は
２
億
９

0
0
0
万
円
ほ
ど
増
え
、
１８
億
２
0
0
0

万
円
に
な
り
ま
し
た
。
 

　
 

実
質
公
債
費
比
率
　
　
・
０
％
 

　
標
準
財
政
規
模
（
９６
億
２
0
0
0
万
円
）

に
占
め
る
実
質
的
な
公
債
費
の
割
合
を
、

実
質
公
債
費
比
率
と
い
い
ま
す
。
そ
の
中

に
は
一
般
会
計
か
ら
特
別
会
計
へ
の
繰
り

出
し
金
も
含
ま
れ
て
い
ま
す
。
昨
年
度
は
、

１４
・
７
％
で
し
た
が
、
一
昨
年
に
続
き
借

入
金
の
動
向
に
は
引
き
続
き
注
意
し
て
行

か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
 

 起
債
制
限
比
率
も
上
昇
 

　
市
の
借
入
金
や
利
子
の
支
払
で
あ
る
公

債
費
は
、
１８
年
度
に
比
べ
る
と
、
０
・
２

％
上
昇
し
ま
し
た
。
 

 経
営
収
支
比
率
は
減
少
 

　
人
件
費
、
扶
助
費
、
公
債
費
な
ど
義
務

的
経
費
に
市
税
や
交
付
金
な
ど
、
一
般
財

源
収
入
が
ど
の
程
度
充
当
さ
れ
て
い
る
か

を
測
定
し
た
も
の
で
、
昨
年
度
よ
り
４
・

６
％
減
少
し
、
８７
・
４
％
を
示
し
ま
し
た
。
 

  　
一
般
会
計
の
実
施
収
支
は
１２
億
９

0
0
0
万
円
の
黒
字
を
示
し
て
い
る
こ
と

か
ら
、
１８
年
度
に
比
較
し
、
４
・
９
％
上

昇
し
１3
.
４
％
と
な
り
ま
し
た
。
 

実
質
収
支
比
率
は
１３
・
４
％
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審査風景 


